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３　初任給の決定
○　概　要
(1) 新たに採用された職員の初任給の決定にあたっては、まず、その職員の採用される「職」に応じた給料表の「級別資格基準」に基づき「級の決定」が行われる。
(2) 級内における「号給の決定」は、基本的な職種（教諭、助教諭等）の基準学歴（大学卒、短大卒等）ごとに初任給の額を定めている「初任給基準表」をもとにして行われる。
(3) 初任給基準表（同じく級別資格基準表）の学歴免許等欄に掲げる基準学歴（大学卒、短大卒等）に、個々の職員の様々な学歴（特に師範卒、専門学校卒等に旧学歴）をあてはめるために、「学歴免許等資格区分表」がつくられている。ただし、教育職給料表及び小学校・中学校教育職給料表については免許状との関連から、初任給基準表（同じく級別資格基準表）の備考で、ある程度特例的な資格区分を定めている。
(4) 初任給基準表における各欄の適用が定まると、初任給欄の額と同一（又は直近上位）の額のその級における号給が支給されることになる（初任給欄の額がその級の最低号給に達しなければ最低号給が支給される。）。ただし、(3)によって基準学歴にあてはめられた者については、基準学歴の場合の修学年数と実際の修学年数との差（修学年数調整表で調整する。）だけ、さらに上位又は下位の号給に調整して均衡を図っている。
(5) 初任給基準となる学歴資格取得後に経験年数があれば、経験年数換算基準に定める換算割合により調整後、教育職員の場合、５年間は5／5、５年を超え10年までの期間は4／5、10年を超える期間は2／3、教育職員以外の場合、５年間は5／5、５年を超える期間は2／3だけ上位の号給に調整される。ただし、職員がその職務に直接役立つと認められるものに従事した期間のある場合には、人事委員会が定めるところにより5／5に調整する。
(6) 新採用の場合でなくても、初任給基準を異にする職への異動の場合には、異動後の職に従前から在職していたものとみなし、再計算して号給が決定される。
(7) 職員が中途で初任給基準（同じく級別資格基準）上有利な学歴資格を取得した場合には、新たにその時点から将来に向かって号給を決定できる。
· 関係法令
初任給規則
（学歴免許等の資格による号給の調整）
第12条 職員に適用される初任給基準表の学歴免許等欄の学歴免許等の区分に対して修学年数調整表に加える年数が定められている学歴免許等の資格を有するものの初任給基準表の適用については、同表において別に定めるもののほか、第10条の規定による初任給の号給の号数にその加える年数（１年未満の端数は、切り捨てる。）の数に４を乗じて得た数を加えて得た数を号数とする号給をもつて同表の初任給欄の号給とする。
２　初任給基準表の試験欄の「正規の試験」の区分の適用を受ける者に対する前項の規定の適用については、その区分に応じ、「大学卒程度」にあつては「大学卒」の区分、「短大卒程度」にあつては「短大卒」の区分、「高校卒程度」にあつては「高校卒」の区分が同表の学歴免許等欄に掲げられているものとみなす。
（経験年数を有する者の号給）
第13条 職員がその職務について必要な最低限度の資格を超えて経験年数を有する場合においては、第10条の規定による号給（前条第1項の規定による号給を含む。以下この項において「基準号給」という。）の号数に次の各号に掲げる経験年数の月数を12月（その者の経験年数のうち5年を超える経験年数（第2号、第3号又は第5号に掲げる者（次項第2号に掲げる者を除く。）で必要経験年数が5年以上の年数とされている職務の級に決定されたものにあつては当該各号に定める経験年数とし、職員の職務にその経験が直接役立つと認められる職務であつて人事委員会の定めるものに従事した期間のある職員の経験年数のうち部内の他の職員との均衝を考慮して任命権者が相当と認める年数を除く。）の月数にあつては、18月（次項各号に掲げる者に係る当該5年を超える経験年数のうち当該各号に定める年数の月数にあつては、15月））で除して得た数（1未満の端数があるときは、これを切り捨てた数）に別表第30に定める昇給号給数表のＣ欄の昇給の号給数の項の上段に掲げる号給数を乗じて得た数を加えて得た数を号数とする号給（人事委員会の定める者にあつては、当該号給の数に3を超えない範囲内で人事委員会の定める数を加えて得た数を号数とする号給）をもつて、その者の初任給として受けるべき号給とすることができる。
一　第6条第1項第1号に掲げる者　その者の任用の基礎となつた試験に合格した時以後の経験年数又はその者に適用される初任給基準表の試験欄の「正規の試験」の区分に応じ、「大学卒程度」にあつては「大学卒」の区分、「短大卒程度」にあつては「短大卒」の区分、「高校卒程度」にあつては「高校卒」の区分に属する学歴免許等の資格（前条第1項の規定の適用を受ける者についてはその際に用いられる学歴免許等の資格）を取得した時以後の経験年数
二　第6条第1項第2号に掲げる者　級別資格基準表（級別資格基準表に定めのない級にあつては人事委員会が別に定めるもの）に定めるその職務の級についての必要経験年数を超える経験年数（前条第1項の規定の適用を受ける者等で人事委員会の定めるものにあつては、人事委員会の定めるところにより得られる経験年数）
三　第6条第2項の規定の適用を受ける者　級別資格基準表（級別資格基準表に定めのない級にあつては人事委員会が別に定めるもの）に定めるその職務の級についての必要経験年数を超える経験年数（基準号給が職務の級の最低の号給（初任給基準表に掲げられている場合の最低の号給を除く。第5号において同じ。）以外の号給である者にあつては、その者の職務に有用な免許その他の資格（前条第1項の規定の適用を受ける者にあつては、その適用に際して用いられる学歴免許等の資格）を取得した以後の経験年数）
四　前3号又は次号に該当する者以外の者　初任給基準表において別に定めるもののほか、初任給基準表の適用に際して用いられるその者の学歴免許等の資格（前条第1項の規定の適用を受ける者については、その際に用いられる学歴免許等の資格）を取得したとき以後の経験年数
五　第1号から第3号までに該当する者以外の者で基準号給が職務の級の最低の号給であるもの　級別資格基準表（級別資格基準表に定めのない級にあつては人事委員会が別に定めるもの）に定めるその職務の級について必要経験年数を超える経験年数
２　前項に規定する経験年数の月数を15月で除す年数の月数は、次の各号に掲げる者の区分に応じ、当該各号に定める年数の月数とする。
一　教育職給料表及び医療職給料表(三)の適用を受ける者（次号に掲げる者を除く。）　その者の経験年数のうち5年を超え10年までの年数の月数
二　前項第2号、第3号又は第5号に掲げる者のうち、必要経験年数が5年以上10年未満とされている職務の級に決定されたものであつて医療職給料表(三)の適用を受ける者　その者の経験年数のうち10年から当該必要経験年数を減じた年数を超えない年数の月数
３　前2項の規定の適用を受ける職員の経験年数については、第7条及び第8条の規定を準用する。
（下位の区分を適用する方が有利な場合の号給）
第13条の2　前2条の規定による号給が、その者に適用される初任給基準表の試験欄の区分より下位の同欄の区分（「その他」の区分を含む。）を用い、又はその者の有する学歴免許等の資格のうちの下位の資格のみを有するものとしてこれらの規定を適用した場合に得られる号給に達しない職員については、当該下位の区分を用い、又は当該下位の資格のみを有するものとしてこれらの規定を適用した場合に得られる号給をもつて、その者の号給とすることができる。
職員の給料等の決定の基準に関する規則
（採用後の最初の昇給の特例）
第5条　初任給規則第13条第1項の人事委員会の定める者のうち同項の規定を適用した場合において同項の規定による調整の対象とならなかつた月数（以下「残余月数」という。）がある者については、その者の採用になつた日から当該採用直後の昇給日（初任給規則第35条の2に規定する昇給日をいう。以下同じ。）の前日までの期間の月数に残余月数を加えて得た月数を初任給規則第38条第8項のその者の新たに職員となつた日又は当該号給を決定された日から昇給日の前日までの期間の月数とみなして同項の規定を適用するものとする。
初任給規則等
· 行政職給料表初任給基準表（初任給規則別表第20）

[image: image1.emf]学　歴　免　許　等 初　任　給

大学卒程度 大学卒基準 1級29号給

短大卒程度 短大卒基準 1級19号給

高校卒程度 高校卒基準 1級9号給

高　　校　　卒 1級5号給

第1級総合無線通信士

第1級海上無線通信士

第1級陸上無線技術士

1級29号給

第2級総合無線通信士

第2級海上無線通信士

第2級陸上無線技術士

第1級陸上特殊無線技士

1級13号給

航空無線通信士 1級9号給

第3級総合無線通信士

第3級海上無線通信士

国内電信級陸上特殊無線技士

第4級海上無線通信士

第1級海上特殊無線技師

その他の資格

1級5号給

試験

正規の

試験

無　線　従　事　者　

そ の 他

　
備考
１　試験欄の正規の試験の区分に掲げる「大学卒程度」、「短大卒程度」及び「高校卒程度」の区分は、行政職給料表級別資格基準表の備考1に定めるところによる。
２・３・４（省略）

○　教育職給料表初任給基準表（初任給規則別表第23）

[image: image2.emf]職　　　　　　　種 学　歴　免　許　等 初　任　給

博士課程修了 2級33号給

修士課程修了又は

専門職学位課程修了

2級17号給

大学卒 2級5号給

短大卒 1級15号給

大学卒 1級25号給

短大卒 1級15号給

高校卒 1級5号給

教諭、栄養教諭及び養護教

諭

講師、助教諭、養護助教

諭、実習助手及び寄宿舎指

導員


備考
１　教育職給料表級別資格基準表の備考1の一に掲げる者に適用される学歴免許等欄の区分は「大学卒」の区分とし、同表備考1の二に掲げる者に適用される同欄の区分は「短大卒」の区分とする。
２　この表の適用を受ける職員に第13条の規定を適用する場合の経験年数は、教育職給料表級別資格基準表備考2の表の基礎学歴欄に掲げるその者の該当する基礎学歴（その基礎学歴に含まれる学歴免許等の資格を含む。）を取得したとき以後の経験年数からその基礎学歴の修学年数とその者の有する学歴免許等の資格の修学年数との差の年数を減じた年数とする。ただし、講師、助教諭、養護助教諭、実習助手及び寄宿舎指導員以外の職員であって、学歴免許等資格区分表の1の五の区分に掲げる者に該当するものについては、6月をその経験年数に加えた年数とする。
３　教育職給料表級別資格基準表の備考3に規定する職員に適用される学歴免許等欄の区分は、「大学卒」の区分とし、その者についての初任給欄に掲げる号給は、2級5号給とし、その者に第13条の規定を適用する場合におけるその者の経験年数は、備考2の規定の適用によって得られる年数から1年を減じた年数とする。

· 小学校・中学校教育職給料表初任給基準表（市町村立学校初任給規則別表第6）

[image: image3.emf]職　　　　　　　種 学　歴　免　許　等 初　任　給

博士課程修了 2級45号給

修士課程修了又は

専門職学位課程修了

2級29号給

大学卒 2級17号給

短大卒 2級7号給

大学卒 1級25号給

短大卒 1級15号給

高校卒 1級5号給

教諭、栄養教諭及び養護教

諭

講師、助教諭及び養護助教

諭


備考　この表の適用を受ける職員には、給与規則の別表第23教育職給料表初任給基準表の備考第1項及び第2項を準用する。
○　研究職給料表初任給基準表（抄）（初任給規則別表第24）

[image: image4.emf]学　歴　免　許　等 初　任　給

大学卒程度 1級29号給

短大卒程度 1級19号給

高校卒程度 1級9号給

博士課程修了 1級61号給

修士課程修了又は専門職学位課程修了

大学6卒

1級41号給

高校卒 1級5号給

そ の 他

正規の試

験

試験


備考　正規の試験の区分に掲げる「大学卒程度」、「短大卒程度」及び「高校卒程度」の区分は、行政職給料表初任給基準表の備考1に定めるところによる。
· 医療職給料表(二)初任給基準表（抄）（初任給規則別表第26）

[image: image5.emf]職　　　　　　種 学　歴　免　許　等 初　任　給

大学卒 2級5号給

短大卒 1級15号給

栄 養 士


備考　１　医療職給料表（二）級別資格基準表の備考に規定する職員に第13条の規定を適用する場合におけるその者の経験年数は、同表の備考に定めるところによる。
　　　２　薬剤師法の一部を改正する法律（平成16年法律第134号）附則第3条の規定により薬剤師となつたものに対するこの表の学歴免許等欄の適用については、「大学6卒」の区分によるものとする。

○　医療職給料表(三)初任給基準表（抄）（初任給規則別表第27）


[image: image6.emf]職　　　　　　種 学　歴　免　許　等 初　任　給

大学卒 2級15号給

短大卒 2級9号給

保健師及び助産師


備考　１　保健師助産師看護師法第21条第4号に該当する看護師のうち、准看護師の業務に従事した経験が3年以上であることをもつて同号に該当することとなる職員については、初任給欄に掲げる号給を「2級13号給」とする。

２　学歴免許欄の「准看護師養成所卒」は、医療職給料表(三)級別資格基準表の備考第1項に定めるところによる。

３　この表の適用を受ける職員に第13条の規定を適用する場合におけるその者の経験年数は、それぞれ免許取得後の経験年数とする。

４　国家試験に合格して保健師、助産師又は看護師となつた者について、他の職員との均衡上特に必要がある場合は、この表に掲げる号給にかかわらず、国家試験合格後の同種の職務に従事した実務経験年数及び保健師養成所又は助産師養成所の修業年数を考慮して初任給を調整することができる。
· 学歴免許等資格区分表（初任給規則別表第17）
	学歴免許等の区分
	学歴免許等の資格の該当者

	基礎学歴
区分
	学歴区分
	

	１　大学卒
	一　博士課程修了
	(１)　学校教育法（昭和２２年法律第２６号）による大学院博士課程の修了者

(２)　外国における大学院博士課程等（大学院における修業年限３年以上となるものに限る。）の修了者（通算修学年数が１９年以上となり、かつ、博士の学位を取得したものに限る。）

	　
	二　修士課程修了
	(１)　学校教育法による大学院修士課程の修了者

(２)　外国における大学院修士課程等（大学院における修業年限１年以上となるものに限る。）の修了者（通算修学年数が17年以上となり、かつ、修士の学位を取得したものに限る。）

	　
	三　専門職学位課程
　　修了
	(１)　学校教育法による専門職学位課程の修了者

	　
	
	(２)　司法試験法（昭和24年法律第140号）による司法試験予備試験の合格者　

	　
	四　大学６卒
	(１)　学校教育法による大学の医学若しくは歯学に関する学科（同法第８５条ただし書に規定する学部以外の教育研究上の基本となる組織を置く場合における相当の組織を含む。以下同じ。）又は薬学若しくは獣医学に関する学科（修業年限６年のものに限る。）の卒業者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	　
	
	(２)　防衛医科大学校医学教育部医学科の卒業者

	　
　
	五　大学専攻科卒
	(１)　学校教育法による４年制の大学の専攻科の卒業者
(２)　国立研究開発法人水産研究・教育機構水産大学校（旧独立行政法人水産大学校及び旧水産大学校を含む。以下同じ。）専攻科（「大学４卒」を入学資格とする修業年限１年以上のものに限る。）の卒業者

(３)　旧図書館職員養成所（「大学４卒」を入学資格とする修業年限１年以上のものに限る。）の卒業者

	　
	六　大学４卒
	(１)　学校教育法による４年制の大学の卒業者

(２)　独立行政法人国立国際医療研究センター国立看護大学校看護学部(旧国立看護大学校看護学部を含む。)の卒業者

	　
	　
	(３)　気象大学校大学部（修業年限４年のものに限る。）の卒業者

(４)　海上保安大学校本科の卒業者

	　
	　
	(５)　独立行政法人大学改革支援・学位授与機構（旧独立行政法人大学評価・学位授与機構、旧大学評価・学位授与機構及び旧学位授与機構を含む。）からの学士の学位の取得者　　　

	　
	　
	(６)　防衛大学校の卒業者

(７) 防衛医科大学校医学教育部看護学科の卒業生

(８)　筑波大学理療科教員養成施設（旧東京教育大学附属の特殊教育教員養成施設及び理療科教員養成施設を含むものとし、短期大学又は特別支援学校（平成18年一部改正法第1条の規定による改正前の学校教育法第1条に規定する盲学校又は聾学校を含む。）の専攻科卒業後の２年制の課程に限る。）の卒業者

	　
	　
	(９)　 国立研究開発法人水産研究・教育機構水産大学校（「高校３卒」を入学資格とする４年制のものに限る。）の卒業者

	　
	　
	(10)　独立行政法人航空大学校（旧航空大学校を含むものとし、昭和６２年８月以降の「短大２卒」を入学資格とする修業年限２年以上のものに限る。）の卒業者

(11)　外国における大学等の卒業者（通算修学年数が１６年以上となるものに限る。）

	　
	　
	(12)　旧琉球教育法（１９５２年琉球列島米国民政府布令６６号）による大学の４年課程の卒業者

	　
	　
	(13)　旧司法試験法（司法試験法及び裁判所法の一部を改正する法律（平成１４年法律第１３８号）附則第７条第１項の規定による司法試験及び同法による改正前の司法試験法による司法試験をいう。以下同じ。）の第２次試験の合格者

	　
	　
	(14)　公認会計士法（昭和２３年法律第１０３号）による公認会計士試験の合格者

(15)　公認会計士法の一部を改正する法律（平成１５年法律第６７号）による改正前の公認会計士法による公認会計士試験の第２次試験の合格者

	　
	　
	(16)　保健師助産師看護師法による保健師学校、保健師養成所、助産師学校又は助産師養成所（同法による看護師学校の卒業又は看護師養成所の卒業を入学資格とする修業年限１年以上のものに限る。）の卒業者

(17)　職業能力開発促進法（昭和４４年法律第６４号）による職業能力開発大学校の応用課程（「短大２卒」を入学資格とする修業年限２年以上のものに限る。）又は職業能力開発総合大学校の特定応用課程（旧応用課程（「短大２卒」を入学資格とする修業年限２年以上のものに限る。）を含む。）若しくは旧長期課程（旧職業能力開発大学校の長期課程並びに旧職業訓練開発大学校の長期課程及び長期指導員訓練課程を含む。）の卒業者

	　
	　
	(18)　農業改良助長法施行令（昭和２７年政令第１４８号）第３条第１号の規定により農林水産大臣の指定する都道府県農業者研修教育施設（以下「都道府県立農業者研修教育施設」という。）の研究課程（「短大２卒」を入学資格とする修業年限２年のものに限る。）の卒業者

	　
	　
	(19)　都道府県立農業講習施設（「短大２卒」を入学資格とする修業年限２年のものに限る。）の卒業者

	　
	　
	(20)　森林法施行令（昭和２６年政令第２７６号）第９条の規定により農林水産大臣の指定する教育機関（「短大２卒」を入学資格とする修業年限２年のものに限る。）の卒業者

	　
	　
	(21)　旧財団法人農民教育協会鯉淵学園専門課程（修業年限４年のものに限る。）の卒業者

	　
	　
	(22)　旧電気事業主任技術者資格検定規則（昭和７年逓信省令第５４号）による第１種資格検定試験の合格者　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	2　短大卒
	一　短大3卒
	(１)　学校教育法による３年制の短期大学の卒業者

(２)　学校教育法による２年制の短期大学の専攻科の卒業者

	　
	　
	(３)　学校教育法による高等専門学校の専攻科の卒業者

(４)　外国における大学、専門学校等の卒業者（通算修学年数が１５年以上となるものに限る。）

	　
	　
	(５)　診療放射線技師法（昭和２６年法律第２２６号）による診療放射線技師学校又は診療放射線技師養成所（いずれも「高校３卒」を入学資格とする修業年限３年以上のものに限る。）の卒業者

	　
	　
	(６)　行政事務の簡素合理化及び整理に関する法律（昭和５８年法律第８３号）による改正前の診療放射線技師及び診療エツクス線技師法（昭和２６年法律第２２６号）による診療放射線技師学校又は診療放射線技師養成所（いずれも診療エックス線技師学校又は診療エックス線技師養成所の卒業を入学資格とする修業年限１年以上のものに限る。）の卒業者

(７)　臨床検査技師等に関する法律（昭和３３年法律第７６号）による臨床検査技師学校又は臨床検査技師養成所（臨床検査技師、衛生検査技師等に関する法律の一部を改正する法律（平成１７年法律第３９号）による改正前の臨床検査技師、衛生検査技師法に関する法律による臨床検査技師学校又は臨床検査技師養成所を含むものとし、いずれも「高校３卒」を入学資格とする修業年限3年以上のものに限る。）の卒業者

	　
	　
	(８)　臨床工学技士法（昭和６２年法律第６０号）による臨床工学技士学校又は臨床工学技士養成所（いずれも「高校３卒」を入学資格とする修業年限３年以上のものに限る。）の卒業者

	　
	　
	(９)　理学療法士及び作業療法士法（昭和４０年法律第１３７号）による理学療法士学校、理学療法士養成施設、作業療法士学校又は作業療法士養成施設（いずれも「高校３卒」を入学資格とする修業年限３年以上のものに限る。）の卒業者

	　
	　
	(10)　視能訓練士法（昭和４６年法律第６４号）による視能訓練士学校又は視能訓練士養成所（いずれも「高校３卒」を入学資格とする修業年限３年以上のもの又は「短大２卒」を入学資格とする修業年限１年以上のものに限る。）の卒業者

(11)　言語聴覚士法（平成９年法律第１３２号）による言語聴覚士学校又は言語聴覚士養成所（いずれも「高校３卒」を入学資格とする修業年限３年以上のもの又は学校教育法による大学若しくは高等専門学校、旧大学令（大正７年勅令第３８８号）による大学若しくは言語聴覚士法第３３条第３号の規定により厚生労働省令で定める学校、文教研修施設若しくは養成所における１年（高等専門学校にあつては、４年）以上の修業を入学資格とする修業年限２年以上のものに限る。）の卒業者

	　
	　
	(12)　義肢装具士法（昭和６２年法律第６１号）による義肢装具士学校又は義肢装具士養成所（いずれも「高校３卒」を入学資格とする修業年限３年以上のものに限る。）の卒業者

	　
	　
	(13)　歯科衛生士法(昭和２３年法律第２０４号)による歯科衛生士学校又は歯科衛生士養成所（いずれも修業年限３年以上のものに限る。）の卒業者

(14)　歯科技工士法（昭和３０年法律第１６８号）第１４条第２号の規定に基づき都道府県知事が指定した歯科技工士養成所の昼間課程（地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律（平成２６年法律第５１号）第１９条の規定による改正前の歯科技工士法第１４条第２号の規定に基づき厚生労働大臣が指定した歯科技工士養成所の昼間課程を含むものとし、「高校３卒」を入学資格とする修業年限３年以上のものに限る。）の卒業者 
(15)　あん摩マツサージ指圧師、はり師、きゆう師等に関する法律（昭和２２年法律第２１７号。以下「あん摩マツサージ指圧師法」という。）による学校又は養成施設（いずれも「高校３年」を入学資格とする修学年限３年のものに限る。）の卒業者

	　
	　
	(16)　柔道整復師法（昭和４５年法律第１９号）による柔道整復師学校又は柔道整復師養成施設（いずれも「高校３卒」を入学資格とする修業年限３年のものに限る。）の卒業者

	　
	　
	(17)　保健師助産師看護師法による看護師学校又は看護師養成所（いずれも「高校３卒」を入学資格とする修業年限３年以上のものに限る。）の卒業者

(18)　都道府県立農業者研修教育施設の研究課程（「短大２卒」を入学資格とする修業年限１年のものに限る。）の卒業者

	　
	　
	(19)　旧財団法人農民教育協会鯉淵学園本科（修業年限３年のものに限る。）の卒業者

(20)　旧海技大学校本科の卒業者

	　
	　
	(21)　旧国立養護教諭養成所設置法（昭和４０年法律第１６号）による国立養護教諭養成所の卒業者

	　
	　
	(22)　旧国立工業教育養成所の設置等に関する臨時措置法（昭和３６年法律第８７号）による国立工業教員養成所の卒業者

	　
	　
	(23)　旧図書館短期大学別科又は旧図書館職員養成所（いずれも「短大２卒」を入学資格とする修業年限１年以上のものに限る。）の卒業者

	　
	二　短大2卒
	(１)　学校教育法による２年制の短期大学の卒業者

(２)　学校教育法による高等専門学校の卒業者

(３)　学校教育法による高等学校、中等教育学校、特別支援学校の専攻科（２年制の短期大学と同程度とみなされる修業年限２年以上のものに限る。）の卒業者

(４)　航空保安大学校本科の卒業者

	　
	　
	(５)　海上保安学校本科の修業年限２年の課程の卒業者

(６)　独立行政法人農業・食品産業技術総合研究機構（旧独立行政法人農業・生物系特定産業技術研究機構及び旧独立行政法人農業技術研究機構を含む。）の農業技術研修課程（農林水産省（省名変更前の農林省を含む。）の旧野菜・茶業試験場、旧果樹試験場、旧園芸試験場、旧野菜試験場又は旧茶業試験場の農業技術研修課程を含むものとし、いずれも「高校３卒」を入学資格とする修業年限２年以上のものに限る。）の卒業者

	　
	　
	(７)　独立行政法人海技教育機構海技士教育科の海技専攻課程（海上技術コース（航海）及び同コース（機関）に限る。）及び海技課程専修科（旧独立行政法人海技大学校海上技術科、旧独立行政法人海技大学校又は旧海技大学校の海技士科及び旧独立行政法人海員学校専修科を含むものとし、「高校３卒」を入学資格とする修業年限２年のものに限る。）の卒業者

	　
	　
	(８)　外国における大学、専門学校等の卒業者（通算修学年数が１４年以上となるものに限る。）

	　
	　
	(９)　旧琉球教育法による大学の２年課程の修了者

	　
	　
	(10)　旧司法試験の第１次試験の合格者

	　
	　
	(11)　公認会計士法の一部を改正する法律による改正前の公認会計士試験の第１次試験の合格者

	　
	　
	(12)　栄養士法（昭和２２年法律第２４５号）第２条第１項の規定による栄養士の養成施設（「高校３卒」を入学資格とする修業年限２年以上のものに限る。）の卒業者

	　
	　
	(13)　栄養士法及び栄養改善法の一部を改正する法律（昭和６０年法律第７３号）による改正前の栄養士法による栄養士試験の合格者

	　
	　
	(14)　歯科衛生士学校養成所指定規則の一部を改正する省令（平成16年文部科学省厚生労働省令第5号）による改正前の歯科衛生士学校養成所指定規則による歯科衛生士学校又は歯科衛生士養成所（いずれも修業年限２年以上のものに限る。）の卒業者

(15)　歯科技工士法（昭和３０年法律第１６８号）による歯科技工士学校又は歯科技工士養成所の課程（いずれも「高校３卒」を入学資格とする修業年限２年以上のものに限る。）の卒業者(一の項学歴免許等の資格の該当者の欄(14)に規定するものを除く。)

	　
	　
	(16)　あん摩マツサージ指圧師法による学校又は養成施設（いずれも「中学卒」を入学資格とする修業年限5年のものに限る。）の卒業者

	　
	　
	(17)　あん摩マツサージ指圧師、はり師、きゆう師等に関する法律の一部を改正する法律（昭和６３年法律第７１号）による改正前のあん摩マツサージ指圧師法（以下「改正前のあん摩マツサージ指圧師法」という。）による学校又は養成施設（いずれも「高校３卒」を入学資格とする修業年限２年のもの又は「中学卒」を入学資格とする修業年限５年のものに限る。）の卒業者

(18)　柔道整復師法の一部を改正する法律（昭和６３年法律第７２号）による改正前の柔道整復師法（以下「改正前の柔道整復師法」という。）による柔道整復師学校又は柔道整復師養成施設（いずれも「高校３卒」を入学資格とする修業年限２年のものに限る。）の卒業者

	　
	　
	(19)　保健師助産師看護師法による看護師学校又は看護師養成所の進学課程（同法第２１条第４号に該当する者に係るものをいう。）の卒業者

(20)　職業能力開発促進法による職業能力開発短期大学校若しくは職業能力開発大学校の専門課程又は職業能力開発総合大学校の特定専門課程(旧職業訓練短期大学校の専門課程、専門訓練課程及び特別高等訓練課程並びに職業能力開発総合大学校の旧専門課程を含むものとし、「高校３卒」を入学資格とする修業年限２年以上のものに限る。）の卒業者

	　
	　
	(21)　児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第１８条の６第１号に規定する厚生労働大臣の指定する保育士を養成する学校その他の施設（児童福祉法施行令の一部を改正する政令（平成１４年政令第２５６号）による改正前の児童福祉法施行令（昭和２３年政令第７４号）第１３条第１項第１号に規定する保育士（名称変更前の保母を含む。）を養成する学校その他の施設（「高校３卒」を入学資格とする修業年限２年以上のものに限る。）を含む。）の卒業者

(22)　都道府県立農業者研修教育施設の養成課程（「高校３卒」を入学資格とする修業年限２年以上のものに限る。）の卒業者

	　
	　
	(23)　農業講習所（「高校３卒」を入学資格とする修業年限２年以上のものに限る。）の卒業者

	　
	　
	(24)　森林法施行令第９条の規定により農林水産大臣の指定する教育機関（昭和５９年度以降指定されたもので「高校３卒」を入学資格とする修業年限２年以上のものに限る。）の卒業者

	　
	　
	(25)　旧蚕業講習所（「高校３卒」を入学資格とする修業年限２年以上のものに限る。）の卒業者

	　
	　
	(26)　旧農民研修教育施設（農林水産大臣と協議して昭和５６年度以降設置された農業改良助長法の一部を改正する法律（平成６年法律第８７号）による改正前の農業改良助長法（昭和２３年法律第１６５号）第１４条第１項第３号に掲げる事業等を行う施設で「高校３卒」を入学資格とする修業年限２年以上のものに限る。）の卒業者　　　　　　　　

	　
	　
	(27)　旧都道府県林業講習所（「高校３卒」を入学資格とする修業年限２年以上のものに限る。）の卒業者

	　
	　
	(28)　旧航空大学校本科（「高校３卒」を入学資格とする修業年限２年以上のものに限る。）の卒業者

	　
	　
	(29)　行政事務の簡素合理化及び整理に関する法律による改正前の診療放射線技師及び診療エツクス線技師法による診療エツクス線技師学校又は診療エツクス線技師養成所の卒業者

	　
	　
	(30)　海上保安学校灯台科（「高校３卒」を入学資格とする修業年数２年のものに限る。）の卒業者　　　　　　　　　　　　　

	　
	　
	(31)　旧航空保安職員研修所本科（「高校３卒」を入学資格とする修業年限２年のものに限る。）の卒業者

	　
	　
	(32)　衛生検査技師法の一部を改正する法律（昭和４５年法律第８３号）による改正前の衛生検査技師法（昭和３３年法律第７６号）による衛生検査技師学校又は衛生検査技師養成所の卒業者

	　
	　
	(33)　旧商船高等学校（席上課程及び実習課程を含む。）の卒業者

	　
	　
	(34)　旧電気事業主任技術者資格検定規則による第２種資格検定試験の合格者

(35)　気象大学校大学部（昭和３７年３月３１日以前の気象庁研修所高等部を含むものとし、修業年限２年のものに限る。）の卒業者

	　
	　
	(36)　旧図書館職員養成所（「高校３卒」を入学資格とする修業年限２年以上のものに限る。）の卒業者

	　
	三　短大１卒
	(１)　海上保安学校本科の修業年限１年の課程の卒業者

	　
	　
	(２)　外国における専門学校等の卒業者（通算修学年数が１３年以上となるものに限る。）

	　
	　
	(３)　海上保安学校の灯台科又は水路科（いずれも「高校３卒」を入学資格とする修業年限１年のものに限る。）の卒業者

	３　高校卒
	一　高校専攻科卒
	(１)　学校教育法による高等学校、中等教育学校、特別支援学校の専攻科の卒業者

(２)　改正前のあん摩マツサージ指圧師法による学校又は養成施設（いずれも「中学卒」を入学資格とする修業年限４年のものに限る。）の卒業者

	　
	　
	(３)　改正前の柔道整復師法による柔道整復師学校又は柔道整復師養成施設（いずれも「中学卒」を入学資格とする修業年限４年のものに限る。）の卒業者

(４)　歯科衛生士学校養成所指定規則の一部を改正する省令（昭和５８年文部省厚生省令第１号）による改正前の歯科衛生士学校養成所指定規則（昭和２５年文部省厚生省令第１号）による歯科衛生士学校又は歯科衛生士養成所の卒業者

	　
	二　高校3卒
	(１)　学校教育法による高等学校若しくは中等教育学校又は特別支援学校の高等部の卒業者

	　
	　
	(２)　高等学校通信教育規程（昭和３７年文部省令第３２号）による通信教育による高等学校卒業と同等の単位の修得者

	　
	　
	(３)　高等学校卒業程度認定試験規則（平成１７年文部科学省令第１号）による高等学校卒業程度認定試験の合格者

	　
	　
	(４)　高等学校卒業程度認定試験規則附則第２条の規定による廃止前の大学入学資格検定規程（昭和２６年文部省令第１３号）による大学入学資格検定 の合格者

(５)　独立行政法人海技教育機構海技士教育科海技課程本科（旧独立行政法人海員学校本科を含むものとし、「中学卒」を入学資格とする修業年限３年のものに限る。）の卒業者

	　
	　
	(６)　外国における高等学校等の卒業者（通算修学年数が１２年以上となるものに限る。）

	　
	　
	(７)　旧琉球教育法又は旧教育法（１９５７年琉球列島米国民政府布令第１６５号）による高等学校の卒業者

	　
　
	　
	(８)　あん摩マツサージ指圧師法による学校又は養成施設（いずれも「中学卒」を入学資格とする修業年限３年のものに限る。）の卒業者

	
	三　高校2卒
	(１)　保健師助産師看護師法による准看護師学校又は准看護師養成所の卒業者

(２)　改正前のあん摩マツサージ指圧師法による学校又は養成施設（いずれも「中学卒」を入学資格とする修業年限２年のものに限る。）の卒業者

	　
	　
	(３)　旧電気事業主任技術者資格検定規則による第３種資格検定試験の合格者

	４　中学卒
	中学卒
	(１)　学校教育法による中学校、義務教育学校若しくは特別支援学校の中学部の卒業者又は中等教育学校の前期課程の修了者

	
	　
	(２)　外国における中学校の卒業者（通算修学年数が９年以上となるものに限る。）

(３)　旧琉球教育法又は旧教育法による中学校又は盲学校若しくは聾学校の中学部の卒業者

	　
	　
	(４)　旧海員学校（「中学卒」を入学資格とする修業年限１年又は２年のものに限る。）の卒業者


備考１　学歴免許等の資格の該当者欄の「保健師学校」、「保健師養成所」、「助産師学校」、「助産師養成所」、「看護師学校」、「看護師養成所」、「准看護師学校」及び「准看護師養成所」は、それぞれ改正前の保健婦助産婦看護婦法による保健婦学校、保健婦養成所、助産婦学校、助産婦養成所、看護婦学校、看護婦養成所、准看護婦学校及び准看護婦養成所を含む。
　　２　学校教育法による専修学校及び各種学校（同法施行前におけるこれに準ずるものを含む。）等で、この表に掲げられていないものの卒業者等について、当該学校における教科内容が、その者の従事する職務に直接関連あると認められるものについては、任命権者が人事委員会と協議して、それぞれの課程に相当するこの表の学歴免許等の資格を有する者に準じて取り扱うことができる。

○　修学年数調整表（初任給規則別表第19）

[image: image7.emf]大 学 卒 短 大 卒 高 校 卒 中 学 卒

博士課程修了 ２１年 （＋） ５年（＋）７年（＋）９年（＋）１２年

修士課程修了 １８年 （＋） ２年（＋）４年（＋）６年（＋）９年

専門職学位課程修了 １８年 （＋） ２年（＋）４年（＋）６年（＋）９年

大 学 ６ 卒 １８年 （＋） ２年（＋）４年（＋）６年（＋）９年

大学専攻科卒 １７年 （＋） １年（＋）３年（＋）５年（＋）８年

大 学 ４ 卒 １６年 （＋）２年（＋）４年（＋）７年

短 大 ３ 卒 １５年 （－）１年（＋）１年（＋）３年（＋）６年

短 大 ２ 卒 １４年 （－）２年 （＋）２年（＋）５年

短 大 １ 卒 １３年 （－）３年（－）１年（＋）１年（＋）４年

高校専攻科卒 １３年 （－）３年（－）１年（＋）１年（＋）４年

高 校 ３ 卒 １２年 （－）４年（－）２年 （＋）３年

高 校 ２ 卒 １１年 （－）５年（－）３年（－）１年（＋）２年

中 学 卒 ９年 （－）７年（－）５年（－）３年

基 準 学 歴 区 分

学　歴　区　分 修学年数


備考　１　学歴区分欄及び基準学歴区分欄の学歴免許等の区分については、それぞれ学歴免許等資格区分表に定めるところによる。
　　　２　この表に定める年数（修学年数欄の年数を除く。）は、学歴区分欄の学歴免許等の区分に属する学歴免許等の資格についての基準学歴区分欄の学歴免許等の区分に対する加える年数又は減ずる年数（以下「調整年数」という。）を示す。この場合において「＋」の年数は加える年数を、「－」の年数は減ずる年数を示す。
　　　３　級別資格基準表又は初任給基準表の学歴免許欄にこの表の学歴区分欄の学歴免許等の区分と同じ区分（その区分に属する学歴免許等の資格を含む。）が掲げられている場合におけるこの表の適用については、当該区分に対応する修学年数欄の年数をその者の有する学歴免許等の資格の属する区分に対応する同欄の年数から減じた年数をもって、その者の有する学歴免許等の資格についての当該級別資格基準表又は初任給基準表の学歴免許欄の区分に対する調整年数とする。この場合において、その年数が正となるときはその年数は加える年数とし、その年数が負となるときはその年数は減ずる年数とする。
　　　４　昭和４３年法律第４７号による改正前の医師法に規定する実地修練を経て医師国家試験に合格した者に対するこの表の適用については、学歴区分欄の区分に対応する修学年数欄の年数及び調整年数にそれぞれ１年を加えた年数をもつて、この表の修学年数及び調整年数とする。
　　　５　正規の試験により採用された者及び医療職給料表(二)の適用を受けるあん摩マッサージ指圧師のうち、第８条の規定を適用したものとした場合にその者の経験年数が負となる者に対するこの表の適用については、学歴区分欄の区分に対応する修学年数欄の年数及び調整年数にそれぞれ当該負となる経験年数に相当する年数を加えた年数をもつて、この表の修学年数及び調整年数とする。
　　　６　学校教育法による大学院博士課程のうち医学若しくは歯学に関する課程又は薬学若しくは獣医学に関する課程（修業年限４年のものに限る。）を修了した者に対するこの表の適用については、学歴区分欄の「博士課程修了」の区分に対応する修学年数欄の年数及び調整年数にそれぞれ１年を加えた年数をもつて、この表の修学年数欄の年数及び調整年数とする。
　　　７　商船大学の卒業者（昭和50年度以前に入学した者に限る。）又は高等専門学校の商船に関する学科の卒業者に対するこの表の適用については、学歴区分欄の区分に対応する修学年数欄の年数をその者の有する学歴免許等の資格の正規の在学年数の和の年数から減じ、その年数が正となるときはその年数を加える年数として、その年数が負となるときはその年数を減ずる年数として、学歴区分欄の区分に対応する修学年数欄の年数及び調整年数にそれぞれ加減した年数をもつて、この表の修学年数及び調整年数とする。
　　　８　医療職給料表(三)初任給基準表の備考第1項の規定の適用を受ける「短大3卒」の区分以上の区分に属する学歴免許等の資格を有する者に対するこの表の適用については、学歴区分欄の区分に対応する修学年数欄の年数及び調整年数からそれぞれ1年を減じた年数をもつて、この表の修学年数及び調整年数とする。
　　　９　次に掲げる者に対するこの表の適用については、学歴区分欄の区分に対応する修学年数欄の年数及び調整年数にそれぞれ1年を加えた年数をもつて、この表の修学年数及び調整年数とすることができる。
　　　　一　学校教育法による大学の2年制の専攻科の卒業者
　　　　二　学校教育法による3年制の短期大学（昼間課程に相当する単位を3年間に修得する夜間課程を除く。）の専攻科の卒業者（独立行政法人大学改革支援・学位授与機構（旧独立行政法人大学評価・学位授与機構、旧大学評価・学位授与機構及び旧学位授与機構を含む。以下同じ。）から学士の学位を授与された者を除く。）

三　学校教育法による2年制の短期大学の2年制の専攻科の卒業生（独立行政法人大学改革支援・学位授与機構から学士の学位を授与されたものを除く。）
　　　　四　学校教育法による高等専門学校2年制の専攻科の卒業者（独立行政法人大学改革支援・学位授与機構から学士の学位を授与された者を除く。）
　　　　五　旧独立行政法人海員学校（旧海員学校を含む。以下同じ。）司ちゆう・事務科の卒業者
　　　　六　旧海員学校の専修科（「高校3卒」を入学資格とする修学年限1年のものに限る。）、専科又は司ちゆう科の卒業者
　　　　七　旧海技大学校本科の卒業者
10　旧海員学校高等科の卒業者に対するこの表の適用については、学歴区分欄の区分に対応する修学年数欄の年数及び調整年数にそれぞれ2年を加えた年数をもつて、この表の修学年数及び調整年数とすることができる。
○　経験年数算基準（職員の給料等の決定の基準に関する規則　別表）
一　行政職給料表、研究職給料表、医療職給料表(一)又は医療職給料表(二)の適用を受ける職員の場合
　　級別資格基準表を適用するときその基準にした学歴免許の資格取得の日の属する月の翌月の1日以後採用の日の属する月の前月の末日までの勤務年数は、実情に応じ、次の表の基準に従い、経験年数として換算する。
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系  統

(一) (二)

庶務、人事、予算、会計、調

査、統計又は一般事務の系統

の職員として在職した期間

行 政 職 給 料 表

適 用 職 員

経 歴 の

種 類

職 務 の 内 容

10割 8割

官公庁歴

民間歴

医師又は歯科医師として在職

した期間

8割

8割

（同種10割）

研究職

給料表

適　用

職　員

医 療 職 給 料 表

適 用 職 員

8割 8割 8割

8割 8割 8割 8割

10割

（異種8割）

8割

8割

（同種10割）

教護若しくは児童自立支援専

門員、教母若しくは児童生活

支援員又は保母若しくは保育

士として在職した期間

10割

8割

（同種10割）

8割 8割

農業、畜産、水産、蚕業、鉱

工業、林業、土木、建築、電

気、通信又は一般技術の系統

の職員として在職した期間

8割

8割

8割

（同種10割）

8割

（同種10割）

10割

（異種8割）

8割

10割

（異種8割）

研究機関の技術系統職員とし

て在職した期間

司書、司書補、翻訳者、通訳

者又は速記者として在職した

期間

10割

10割

（異種8割）

8割 10割 8割

薬剤師、獣医師、診療放射線

技師、診療エックス線技師、

臨床検査技師、栄養士、衛生

検査技師、臨床工学技士、理

学療法士、作業療法士、視能

訓練士、歯科衛生士、歯科技

工士、あん摩マッサージ指圧

師、はり師、きゅう師、柔道

整復師等の医療技術系統職員

としての在職した期間

8割

10割

（異種8割）

8割

8割

（同種10割）

8割

（同種10割）



[image: image9.emf]保健師、助産師、看護師又は

准看護師として在職した期間

8割 8割 8割

8割

（同種10割）

8割

8割

（同種10割）

8割 8割 8割

8割 8割 8割

警備員、給仕、運搬人、雑役

夫、道路工夫、林業夫、農耕

夫、動物管理人、清掃夫、炊

事婦等の労務系統職員又は技

能関係の見習員として在職し

た期間

8割

学校教育法（昭和22年法律第

26号）による教育職員として

在職した期間

8割

（同種10割）

自動車運転手、汽かん士、電

話交換手、大工、電工、機械

工作工、木工、印刷工、製本

工、製材工、皮革工、製図

工、ガラス工、加工工、修理

工、建設機械操作運転手、孔

版筆耕員、調理師、裁縫手、

鋳造工、溶接工等の技能系統

職員として在職した期間

8割

8割

（同種10割）

10割

8割

8割 8割

8割

（同種10割）

8割

（同種10割）

その他の職種の従業者として

在職した期間

8割

警察官、自衛官、海上保安官

等として在職した期間

8割

（同種10割）

8割

（同種10割）

8割

（同種10割）

8割

（同種10割）

8割

（同種10割）

営業員、保険員、集金人、店

員、ウエイトレスその他接客

業職種の従業者として在職し

た期間 8割

8割 8割

8割

8割

（同種10割）

官公庁歴

民 間 歴

学校又は学校に準ずる教育機

関における在学期間

10割 10割 10割 10割 10割 在学期間

8割 8割

その他の

期間

個人営業の従業員、自営業、

在家庭労働その他官公庁歴、

民間歴及び在学期間に掲げる

もの以外の一切の経歴

2割

5分

2割

5分

2割

5分

2割

5分

2割

5分


備考
　１　「官公庁歴」とは、次に掲げる経歴をいう。
(1) 地方公務員としての在職期間
(2) 国家公務員としての在職期間
(3) 日本たばこ産業株式会社法（昭和59年法律第69号）附則第12条第1項の規定による解散前の日本専売公社、日本国有鉄道改革法（昭和61年法律第87号）第5条の規定による日本国有鉄道の改革の実施前の日本国有鉄道又は日本電信電話株式会社等に関する法律（昭和59年法律第85号）附則第4条第1項の規定による解散前の日本電信電話公社の職員としての在職期間
(4) 政府関係機関（公庫、公団、事業団等）の職員としての在職期間
(5) 外国政府の職員としての在職期間
　２　１の(1)又は(2)の経歴を有する職員についての行政職給料表内相互間における経歴については、この表の定めにかかわらず、当分の間、10割として換算する。なお、１の(3)、(4)又は(5)の経歴を有する職員のこれに準ずる経歴についても、同様とする。
　３　「民間歴」とは、会社、外国会社及び財団、社団等の法人並びにこれらに準ずる形態を有する各種団体の職員として在職した期間をいう。
　４　経験年数の算定について免許取得後の年数とされている職種については、免許取得後の経歴によつてこの表を適用する。なお、無線従事者（電波法（昭和25年法律第131号）に規定する無線従事者の資格を有し、無線設備の操作若しくはその監督又は電波監視の業務に従事する職員をいう。）で、当該免許取得前に同種の職務に従事した経歴を有するものについては、その期間を8割として換算する。
　５　弁護士事務所、公認会計士事務所、税理士事務所、司法書士事務所、行政書士事務所、建築士事務所その他これらに準ずる事務所における在職期間は、民間歴に含めることができる。
　６　「学校又は学校に準ずる教育機関」とは、初任給規則別表第17に掲げる学校等とし、在学期間は、正規の修学年数の範囲内とする。
　７　定時制の学校の在学期間は、当該定時制の正規の修学年数を分母とし、当該相当学歴の全日制の正規の修学年数を分子としたものを乗じて得た期間とする。
　８　正規の修学年数を超える在学期間又は中途退学の場合における学年修了未満の端月数は、「その他の期間」として取り扱う。
　９　修学年数1年以上の全日制の専修学校若しくは各種学校又は職業能力開発校その他これに準ずる訓練機関における在校期間（正規の修学年数に限る。）のうち、職員としての職務に役立つと認められる期間については10割、その他の期間については8割として換算する。
10 官公庁歴又は民間歴中、臨時又は非常勤の職員として在職した期間については、この表の「その他の期間」として取り扱う。ただし、現実の勤務態様が常勤の職員と異ならない職に在職した期間又は各共済組合若しくは厚生年金の加入資格を認められた期間については、当該官公庁歴又は民間歴として取り扱う。
二　教育職給料表の適用を受ける職員の場合
　　初任給規則別表第12備考2の基礎学歴欄に掲げる学歴（そのいずれの学歴をも有していない場合には、それより下位の学歴のうち最も上位の学歴）の取得の日の属する月の翌月の1日以後採用の日の属する月の前月の末日までの勤務年数は、実情に応じ、次の基準に従い、経験年数として換算する。
　１　10割とする期間
(1) 小学校、中学校、義務教育学校、高等学校、中等教育学校、大学、高等専門学校、特別支援学校若しくは幼稚園又は専修学校の常勤の校長又は教員として勤務した期間
(2) 各種学校のうち、学校教育に準ずる教科内容を有すると認められるものにおける教員として勤務した期間
(3) 福島県教育庁（教育事務所を含む。）、福島県教育センター、福島県特別支援教育センター（福島県養護教育センター条例の一部を改正する条例（平成29年福島県条例第37号）による改正前の福島県養護教育センター条例（昭和61年福島県条例29号）第1条に規定する福島県養護教育センターを含む。）、福島県立図書館、福島県立美術館又は福島県立博物館において、職員として勤務した期間
(4) 福島県海浜自然の家条例の一部を改正する条例（平成10年福島県条例第35号）附則第2項の規定による廃止前の福島県少年自然の家条例（昭和47年福島県条例第44号）第1条に基づく福島県少年自然の家において、職員として勤務した期間
(5) (1)又は(2)の学校等における非常勤の教員として勤務した期間のうち、授業担当時数が週16時間以上の期間
(6) 理科又は職業（商業を除く。高等学校にあっては農業、工業、水産又は商船）の教育職員免許を有する者については、官公立又は民間の研究所、試験場、工場等の試験研究室における技師として教科と直接関係がある試験研究に従事した期間
· 技師とは、旧実業専門学校卒業程度以上の者又は旧実業学校卒業程度で5年以上同種の実務経歴を有する者を指すものとして取り扱う。ただし、この場合には、教科と同種の学科を履修していることを必要とする。
(7) 音楽、図画、工作、書道、保健、家庭又は英語の教育職員免許を有する者については、官公庁、民間を問わず、明らかに教科と直接関係があると認められる職務に従事した期間
(8) 養護教員については、看護師の免許取得後看護師、助産師又は保健師として勤務した期間（派出看護師又は助産師開業の期間は除く。）
(9) 正規の在学期間
· 初任給規則別表第17に掲げられている学校等を卒業した場合の在学期間とし、法令、規程等で定められている最短の年数内（定時制にあっては、それに相当する全日制の学校の規定年数内）とする。ただし、中途退学の場合については、その修了学年との関係を考慮して、全日制にあつてはその在学期間を10割に換算するものとし、定時制にあつてはその正規の修学年数をもつてそれに相当する全日制の学校の正規の修学年数を除した数を在学年数に乗じて換算する。
(10) 修学年数1年以上の全日制の専修学校若しくは各種学校又は職業能力開発校その他これに準ずる訓練機関における在校期間（正規の修学年数に限る。）のうち、職員としての職務に役立つと認められる期間
(11) 実習助手又は寮母若しくは寄宿舎指導員で、官公庁、民間の企業体又は団体等において現在の職務と明らかに同種と認められる職務に従事した期間
　２　8割とする期間
(1) 官公庁、民間の企業体又は団体、学校等で、1の(1)から(8)までに該当する職務以外の職務に従事した期間（臨時又は非常勤の職員として在職した期間のうち、現実の勤務態様が常勤の職員と異ならない職に在職した期間又は各共済組合若しくは厚生年金の加入資格を認められた期間を含む。）
(2) 1の(1)又は(2)の学校等における非常勤の教員として勤務した期間のうち、授業担当時数が週６時間以上の期間
(3) 養護教員については、派出看護師若しくは助産師開業の期間又は看護師試験合格（指定養成所卒は、資格取得時）以後免許取得までの看護師として勤務した期間
(4) 修学年数１年以上の全日制の専修学校若しくは各種学校又は職業能力開発校その他これに準ずる訓練機関における在校期間（正規の修学年数に限る。）のうち、１の(10)に掲げる期間以外の期間
(5) 弁護士事務所、公認会計士事務所、税理士事務所、司法書士事務所、行政書士事務所、建築士事務所その他これらに準ずる事務所において勤務した期間
　３　5割とする期間
　　　１及び２に掲げるもの以外のすべての期間
○　昇給号給数表（初任給規則別表第30）
	昇給区分
	Ａ
	Ｂ
	Ｃ
	Ｄ
	Ｅ

	昇給の号給数
	８
	６
	４（第36条各号に掲げるものにあつては、３）
	２
	０

	
	２
	１
	０
	０
	０


備考　この表の昇給の号給数の項の上段の号給数は条例第4条第5項の規定の適用を受ける職員以外の職員に、下段の号給数は同項の規定の適用を受ける職員に適用する。
○　技能労務職給料表初任給表早見表（平成18年5月1日適用）
	　　　　　職種及び経験年数
	技能免許所有職員
	一般技能職員
	労務職員

	　
	
	
	運転士及び
	技能員、調理員、
	給食員及び

	　　次期昇給短縮月数
	
	　
	
	　
	甲板員、
	　
	
	　

	　
	
	
	ボイラー技士
	操機員及び司厨員
	用務員

	給料（１級）
	　
	経験年数
	経験年数
	経験年数

	9号給
	給料月額
	0
	
	
	
	
	
	
	0.0
	～
	0.3

	10
	省略
	3
	
	
	
	
	
	
	0.3
	～
	0.6

	11
	　
	6
	
	
	
	
	
	
	0.6
	～
	0.9

	12
	　
	9
	
	
	
	
	
	
	0.9
	～
	1.0

	13
	　
	0
	
	
	
	
	
	
	1.0
	～
	1.3

	14
	　
	3
	
	
	
	
	
	
	1.3
	～
	1.6

	15
	　
	6
	
	
	
	
	
	
	1.6
	～
	1.9

	16
	　
	9
	
	
	
	
	
	
	1.9
	～
	2.0

	17
	　
	0
	　
	　
	　
	　
	
	　
	2.0
	～
	2.3

	18
	　
	3
	　
	
	　
	　
	
	　
	2.3
	～
	2.6

	19
	　
	6
	　
	
	　
	　
	
	　
	2.6
	～
	2.9

	20
	　
	9
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	2.9
	～
	3.0

	21
	　
	0
	　
	
	　
	0.0
	～
	0.3
	3.0
	～
	3.3

	22
	　
	3
	　
	
	　
	0.3
	～
	0.6
	3.3
	～
	3.6

	23
	　
	6
	　
	
	　
	0.6
	～
	0.9
	3.6
	～
	3.9

	24
	　
	9
	　
	　
	　
	0.9
	～
	1.0
	3.9
	～
	4.0

	25
	　
	0
	　
	　
	　
	1.0
	～
	1.3
	4.0
	～
	4.3

	26
	　
	3
	　
	
	　
	1.3
	～
	1.6
	4.3
	～
	4.6

	27
	　
	6
	　
	
	　
	1.6
	～
	1.9
	4.6
	～
	4.9

	28
	　
	9
	　
	　
	　
	1.9
	～
	2.0
	4.9
	～
	5.0

	29
	　
	0
	0.0
	～
	0.3
	2.0
	～
	2.3
	5.0
	～
	5.4

	30
	　
	3
	0.3
	～
	0.6
	2.3
	～
	2.6
	5.4
	～
	5.8

	31
	　
	6
	0.6
	～
	0.9
	2.6
	～
	2.9
	5.8
	～
	6.0

	32
	　
	9
	0.9
	～
	1.0
	2.9
	～
	3.0
	6.0
	～
	6.3

	33
	　
	0
	1.0
	～
	1.3
	3.0
	～
	3.3
	6.3
	～
	6.7

	34
	　
	3
	1.3
	～
	1.6
	3.3
	～
	3.6
	6.7
	～
	6.11

	35
	　
	6
	1.6
	～
	1.9
	3.6
	～
	3.9
	6.11
	～
	7.3

	36
	　
	9
	1.9
	～
	2.0
	3.9
	～
	4.0
	7.3
	～
	7.6

	37
	　
	0
	2.0
	～
	2.3
	4.0
	～
	4.3
	7.6
	～
	7.10

	38
	　
	3
	2.3
	～
	2.6
	4.3
	～
	4.6
	7.10
	～
	8.2

	39
	　
	6
	2.6
	～
	2.9
	4.6
	～
	4.9
	8.2
	～
	8.6

	40
	　
	9
	2.9
	～
	3.0
	4.9
	～
	5.0
	8.6
	～
	8.9

	41
	　
	0
	3.0
	～
	3.3
	5.0
	～
	5.4
	8.9
	～
	9.1

	42
	　
	3
	3.3
	～
	3.6
	5.4
	～
	5.8
	9.1
	～
	9.5

	43
	　
	6
	3.6
	～
	3.9
	5.8
	～
	6.0
	9.5
	～
	9.9

	44
	　
	9
	3.9
	～
	4.0
	6.0
	～
	6.3
	9.9
	～
	10.0

	45
	　
	0
	4.0
	～
	4.3
	6.3
	～
	6.7
	10.0
	～
	10.5

	46
	　
	3
	4.3
	～
	4.6
	6.7
	～
	6.11
	10.5
	～
	10.9

	47
	　
	6
	4.6
	～
	4.9
	6.11
	～
	7.3
	10.9
	～
	11.2

	48
	　
	9
	4.9
	～
	5.0
	7.3
	～
	7.6
	11.2
	～
	11.6

	49
	　
	0
	5.0
	～
	5.4
	7.6
	～
	7.10
	11.6
	～
	11.11

	50
	　
	3
	5.4
	～
	5.8
	7.10
	～
	8.2
	11.11
	～
	12.3

	51
	　
	6
	5.8
	～
	6.0
	8.2
	～
	8.6
	12.3
	～
	12.8

	52
	　
	9
	6.0
	～
	6.3
	8.6
	～
	8.9
	12.8
	～
	13.0

	53
	　
	0
	6.3
	～
	6.7
	8.9
	～
	9.1
	13.0
	～
	13.5

	54
	　
	3
	6.7
	～
	6.11
	9.1
	～
	9.5
	13.5
	～
	13.9

	55
	　
	6
	6.11
	～
	7.3
	9.5
	～
	9.9
	13.9
	～
	14.2

	56
	　
	9
	7.3
	～
	7.6
	9.9
	～
	10.0
	14.2
	～
	14.6

	57
	　
	0
	7.6
	～
	7.10
	10.0
	～
	10.5
	14.6
	～
	14.11

	58
	　
	3
	7.10
	～
	8.2
	10.5
	～
	10.9
	14.11
	～
	15.3

	59
	　
	6
	8.2
	～
	8.6
	10.9
	～
	11.2
	15.3
	～
	15.8

	60
	　
	9
	8.6
	～
	8.9
	11.2
	～
	11.6
	15.8
	～
	16.0

	61
	　
	0
	8.9
	～
	9.1
	11.6
	～
	11.11
	16.0
	～
	16.5

	62
	　
	3
	9.1
	～
	9.5
	11.11
	～
	12.3
	16.5
	～
	16.9

	63
	　
	6
	9.5
	～
	9.9
	12.3
	～
	12.8
	16.9
	～
	17.2

	64
	　
	9
	9.9
	～
	10.0
	12.8
	～
	13.0
	17.2
	～
	17.6

	65
	　
	0
	10.0
	～
	10.5
	13.0
	～
	13.5
	17.6
	～
	17.11

	66
	　
	3
	10.5
	～
	10.9
	13.5
	～
	13.9
	17.11
	～
	18.3

	67
	　
	6
	10.9
	～
	11.2
	13.9
	～
	14.2
	18.3
	～
	18.8

	68
	　
	9
	11.2
	～
	11.6
	14.2
	～
	14.6
	18.8
	～
	19.0

	69
	　
	0
	11.6
	～
	11.11
	14.6
	～
	14.11
	19.0
	～
	19.5

	70
	　
	3
	11.11
	～
	12.3
	14.11
	～
	15.3
	19.5
	～
	19.9

	71
	　
	6
	12.3
	～
	12.8
	15.3
	～
	15.8
	19.9
	～
	20.2

	72
	　
	9
	12.8
	～
	13.0
	15.8
	～
	16.0
	20.2
	～
	20.6

	73
	　
	0
	13.0
	～
	13.5
	16.0
	～
	16.5
	20.6
	～
	20.11

	74
	　
	3
	13.5
	～
	13.9
	16.5
	～
	16.9
	20.11
	～
	21.3

	75
	　
	6
	13.9
	～
	14.2
	16.9
	～
	17.2
	21.3
	～
	21.8

	76
	　
	9
	14.2
	～
	14.6
	17.2
	～
	17.6
	21.8
	～
	22.0

	77
	　
	0
	14.6
	～
	14.11
	17.6
	～
	17.11
	22.0
	～
	　

	78
	　
	3
	14.11
	～
	15.3
	17.11
	～
	18.3
	　
	
	　

	79
	　
	6
	15.3
	～
	15.8
	18.3
	～
	18.8
	　
	
	　

	80
	　
	9
	15.8
	～
	16.0
	18.8
	～
	19.0
	　
	　
	　

	81
	　
	0
	16.0
	～
	16.5
	19.0
	～
	19.5
	　
	
	　

	82
	　
	3
	16.5
	～
	16.9
	19.5
	～
	19.9
	　
	
	　

	83
	　
	6
	16.9
	～
	17.2
	19.9
	～
	20.2
	　
	
	　

	84
	　
	9
	17.2
	～
	17.6
	20.2
	～
	20.6
	　
	　
	　

	85
	　
	0
	17.6
	～
	17.11
	20.6
	～
	20.11
	　
	
	　

	86
	　
	3
	17.11
	～
	18.3
	20.11
	～
	21.3
	　
	
	　

	87
	　
	6
	18.3
	～
	18.8
	21.3
	～
	21.8
	　
	
	　

	88
	　
	9
	18.8
	～
	19.0
	21.8
	～
	22.0
	　
	　
	　

	89
	　
	0
	19.0
	～
	　
	22.0
	～
	　
	　
	　
	　


備考
　１　この表を適用する場合の学歴及び経験年数は、次による。
(1) 基準学歴は、技能免許所有職員及び一般技能職員にあっては高校卒、労務職員にあっては中学卒とする。
(2) 経験年数は、基準学歴取得後（技能免許所有職員にあっては当該免許取得後）の年数とする。ただし、最終学歴が基準学歴に満たない場合（技能免許所有職員を除く。）には、最終学歴取得後の年数を教育長が別に定めるところにより調整した後の年数とする。
　２　経験年数の欄中「1.0～2.0」等とあるのは、「1年0月以上2年0月未満」等を示し、号給の欄中「9」等とあるのは、「技能労務職給料表1級9号給」等を示す。
2-03-2
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		試験 シケン				学　歴　免　許　等 ガクレキメンモトトウ		初　任　給 ショニン

		正規の試　験 セイキタメシシルシ		大学卒程度 ダイガクソツテイド				1級29号給 キュウゴウキュウ

				短大卒程度 タンダイソツテイド				1級19号給 キュウゴウキュウ

				高校卒程度 コウコウソツテイド				1級9号給 キュウゴウキュウ

		その他 タ				博士課程修了 ハカセカテイシュウリョウ		1級61号給 キュウゴウキュウ

						修士課程修了又は専門職学位課程修了
大学6卒 シュウシカテイシュウリョウマタセンモンショクガクイカテイシュウリョウダイガクソツ		1級41号給 キュウゴウキュウ

						高校卒 コウコウソツ		1級5号給 キュウゴウキュウ
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		職　　　　　　　種 ショクタネ		学　歴　免　許　等 ガクレキメンモトトウ		初　任　給 ショニンキュウ

		教諭、栄養教諭及び養護教諭 キョウユエイヨウキョウユオヨヨウゴキョウユ		博士課程修了 ハカセカテイシュウリョウ		2級33号給 キュウゴウキュウ

				修士課程修了又は
専門職学位課程修了 シュウシカテイシュウリョウマタセンモンショクガクイカテイシュウリョウ		2級17号給 キュウゴウキュウ

				大学卒 ダイガクソツ		2級5号給 キュウゴウキュウ

				短大卒 タンダイソツ		1級15号給 キュウゴウキュウ

		講師、助教諭、養護助教諭、実習助手及び寄宿舎指導員 コウシジョキョウユヨウゴジョキョウユジッシュウジョシュオヨキシュクシャシドウイン		大学卒 ダイガクソツ		1級25号給 キュウゴウキュウ

				短大卒 タンダイソツ		1級15号給 キュウゴウキュウ

				高校卒 コウコウソツ		1級5号給 キュウゴウキュウ
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		職　　　　　　　種 ショクタネ		学　歴　免　許　等 ガクレキメンモトトウ		初　任　給 ショニンキュウ

		教諭、栄養教諭及び養護教諭 キョウユエイヨウキョウユオヨヨウゴキョウユ		博士課程修了 ハカセカテイシュウリョウ		2級45号給 キュウゴウキュウ

				修士課程修了又は
専門職学位課程修了 シュウシカテイシュウリョウマタセンモンショクガクイカテイシュウリョウ		2級29号給 キュウゴウキュウ

				大学卒 ダイガクソツ		2級17号給 キュウゴウキュウ

				短大卒 タンダイソツ		2級7号給 キュウゴウキュウ

		講師、助教諭及び養護助教諭 コウシ		大学卒 ダイガクソツ		1級25号給 キュウゴウキュウ

				短大卒 タンダイソツ		1級15号給 キュウゴウキュウ

				高校卒 コウコウソツ		1級5号給 キュウゴウキュウ
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		職　　　　　　種 ショクタネ		学　歴　免　許　等 ガクレキメンモトトウ		初　任　給 ショニン

		栄養士 エイヨウシ		大学卒 ダイガクソツ		2級5号給 キュウゴウキュウ

				短大卒 タンダイソツ		1級15号給 キュウゴウキュウ
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		職　　　　　　種 ショクタネ		学　歴　免　許　等 ガクレキメンモトトウ		初　任　給 ショニン

		保健師及び助産師 ホケンシオヨジョサンシ		大学卒 ダイガクソツ		2級15号給 キュウゴウキュウ

				短大卒 タンダイソツ		2級9号給 キュウゴウキュウ
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		経歴の
種類 ケイレキタネタグイ		職務の内容 ショクツトムナイヨウ		行政職給料表
適用職員 ギョウセイショクキュウリョウヒョウテキヨウショクイン				研究職
給料表
適　用
職　員 ケンキュウショクキュウリョウヒョウテキヨウショクイン		医療職給料表
適用職員 イリョウショクキュウリョウヒョウテキヨウショクイン

						事  務     系  統 コトツトムケイオサム		技  術     系  統 ワザジュツケイオサム				(一) 1		(二) 2

		官公庁歴
民間歴 カンコウチョウレキミンカンレキ		庶務、人事、予算、会計、調査、統計又は一般事務の系統の職員として在職した期間 ショムジンジヨサンカイケイチョウサトウケイマタイッパンジムケイトウショクインザイショクキカン		10割 ワリ		8割 ワリ		8割 ワリ		8割 ワリ		8割 ワリ

				司書、司書補、翻訳者、通訳者又は速記者として在職した期間 シショシショホホンヤクシャツウヤクシャマタソッキシャザイショクキカン		10割 ワリ		8割 ワリ		8割 ワリ		8割 ワリ		8割 ワリ

				農業、畜産、水産、蚕業、鉱工業、林業、土木、建築、電気、通信又は一般技術の系統の職員として在職した期間 ノウギョウチクサンスイサンサンギョウコウコウギョウリンギョウドボクケンチクデンキツウシンマタイッパンギジュツケイトウショクインザイショクキカン		8割 ワリ		10割
（異種8割） ワリイシュワリ		10割
（異種8割） ワリイシュワリ		8割 ワリ		8割
（同種10割） ワリドウシュワリ

				教護若しくは児童自立支援専門員、教母若しくは児童生活支援員又は保母若しくは保育士として在職した期間 キョウゴモジドウジリツシエンセンモンインキョウボジドウセイカツシエンインマタホボモホイクシザイショクキカン		10割 ワリ		8割
（同種10割） ワリドウシュワリ		8割 ワリ		8割 ワリ		8割 ワリ

				研究機関の技術系統職員として在職した期間 ケンキュウキカンギジュツケイトウショクインザイショクキカン		8割 ワリ		10割
（異種8割） ワリイシュワリ		10割
（異種8割） ワリイシュワリ		8割
（同種10割） ワリドウシュワリ		8割
（同種10割） ワリドウシュワリ

				医師又は歯科医師として在職した期間 イシマタシカイシザイショクキカン		8割 ワリ		8割
（同種10割） ワリドウシュワリ		8割 ワリ		10割 ワリ		8割 ワリ

				薬剤師、獣医師、診療放射線技師、診療エックス線技師、臨床検査技師、栄養士、衛生検査技師、臨床工学技士、理学療法士、作業療法士、視能訓練士、歯科衛生士、歯科技工士、あん摩マッサージ指圧師、はり師、きゅう師、柔道整復師等の医療技術系統職員としての在職した期間 ヤクザイシジュウイシシンリョウホウシャセンギシシンリョウセンギシリンショウケンサギシエイヨウシエイセイケンサギシリンショウコウガクギシリガクリョウホウシサギョウリョウホウシシノウクンレンシシカエイセイシシカギコウシマシアツシシシジュウドウセイフクシトウイリョウギジュツケイトウショクインザイショクキカン		8割 ワリ		8割
（同種10割） ワリドウシュワリ		8割
（同種10割） ワリドウシュワリ		8割 ワリ		10割
（異種8割） ワリイシュワリ
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		試験 シケン				学　歴　免　許　等 ガクレキメンモトトウ		初　任　給 ショニンキュウ

		正規の
試験 セイキタメシシルシ		大学卒程度 ダイガクソツテイド		大学卒基準 ダイガクソツキジュン		1級29号給 キュウゴウキュウ

				短大卒程度 タンダイソツテイド		短大卒基準 タンダイソツキジュン		1級19号給 キュウゴウキュウ

				高校卒程度 コウコウソツテイド		高校卒基準 コウコウソツキジュン		1級9号給 キュウゴウキュウ

		その他 タ				高　　校　　卒 タカコウソツ		1級5号給 キュウゴウキュウ

		無　線　従　事　者　 ムセンジュウコトシャ				第1級総合無線通信士
第1級海上無線通信士
第1級陸上無線技術士 ダイキュウソウゴウムセンツウシンシダイキュウカイジョウムセンツウシンシダイキュウリクジョウムセンギジュツシ		1級29号給 キュウゴウキュウ

						第2級総合無線通信士
第2級海上無線通信士　　　　　　　　
第2級陸上無線技術士　　　　　　　　
第1級陸上特殊無線技士 ダイキュウソウゴウムセンツウシンシダイキュウカイジョウムセンツウシンシダイキュウリクジョウムセンギジュツシダイキュウリクジョウトクシュムセンギシ		1級13号給 キュウゴウキュウ

						航空無線通信士 コウクウムセンツウシンシ		1級9号給 キュウゴウキュウ

						第3級総合無線通信士　　　　　　　
第3級海上無線通信士　　　　　　　
国内電信級陸上特殊無線技士　　
第4級海上無線通信士
第1級海上特殊無線技師　　　　　　
その他の資格 ダイキュウソウゴウムセンツウシンシダイキュウカイジョウムセンツウシンシコクナイデンシンキュウリクジョウトクシュムセンギシダイキュウカイジョウムセンツウシンシダイキュウカイジョウトクシュムセンギシタシカク		1級5号給 キュウゴウキュウ
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		学　歴　区　分 ガクレキクブン		修学年数 シュウガクネンスウ		基 準 学 歴 区 分 モトジュンガクレキクブン

						大 学 卒 ダイガクソツ		短 大 卒 タンダイソツ		高 校 卒 タカコウソツ		中 学 卒 ナカガクソツ

		博士課程修了 ハカセカテイシュウリョウ		２１年 ネン		（＋）　５年 ネン		（＋）７年 ネン		（＋）９年 ネン		（＋）１２年 ネン

		修士課程修了 シュウシカテイシュウリョウ		１８年 ネン		（＋）　２年 ネン		（＋）４年 ネン		（＋）６年 ネン		（＋）９年 ネン

		専門職学位課程修了 センモンショクガクイカテイシュウリョウ		１８年 ネン		（＋）　２年 ネン		（＋）４年 ネン		（＋）６年 ネン		（＋）９年 ネン

		大学６卒 ダイガクソツ		１８年 ネン		（＋）　２年 ネン		（＋）４年 ネン		（＋）６年 ネン		（＋）９年 ネン

		大学専攻科卒 ダイガクセンコウカソツ		１７年 ネン		（＋）　１年 ネン		（＋）３年 ネン		（＋）５年 ネン		（＋）８年 ネン

		大学４卒 ダイガクソツ		１６年 ネン				（＋）２年 ネン		（＋）４年 ネン		（＋）７年 ネン

		短大３卒 タンダイソツ		１５年 ネン		（－）１年 ネン		（＋）１年 ネン		（＋）３年 ネン		（＋）６年 ネン

		短大２卒 タンダイソツ		１４年 ネン		（－）２年 ネン				（＋）２年 ネン		（＋）５年 ネン

		短大１卒 タンダイソツ		１３年 ネン		（－）３年 ネン		（－）１年 ネン		（＋）１年 ネン		（＋）４年 ネン

		高校専攻科卒 コウコウセンコウカソツ		１３年 ネン		（－）３年 ネン		（－）１年 ネン		（＋）１年 ネン		（＋）４年 ネン

		高校３卒 コウコウソツ		１２年 ネン		（－）４年 ネン		（－）２年 ネン				（＋）３年 ネン

		高校２卒 コウコウソツ		１１年 ネン		（－）５年 ネン		（－）３年 ネン		（－）１年 ネン		（＋）２年 ネン

		中学卒 チュウガクソツ		９年 ネン		（－）７年 ネン		（－）５年 ネン		（－）３年 ネン
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		官公庁歴　民 間 歴　 カンコウチョウレキミンカンレキ		保健師、助産師、看護師又は准看護師として在職した期間 ホケンシジョサンシカンゴシマタジュンカンゴシザイショクキカン		8割 ワリ		8割
（同種10割） ワリドウシュワリ		8割 ワリ		8割 ワリ		8割 ワリ

				自動車運転手、汽かん士、電話交換手、大工、電工、機械工作工、木工、印刷工、製本工、製材工、皮革工、製図工、ガラス工、加工工、修理工、建設機械操作運転手、孔版筆耕員、調理師、裁縫手、鋳造工、溶接工等の技能系統職員として在職した期間 ジドウシャウンテンシュキシデンワコウカンシュダイクデンコウキカイコウサクコウモッコウインサツコウセイホンコウセイザイコウカワカワコウセイズコウコウカコウコウシュウリコウケンセツキカイソウサウンテンシュコウハンヒツコウインチョウリシサイホウシュゾウコウヨウセツコウトウギノウケイトウショクインザイショクキカン		8割 ワリ		8割
（同種10割） ワリドウシュワリ		8割 ワリ		8割 ワリ		8割 ワリ

				警備員、給仕、運搬人、雑役夫、道路工夫、林業夫、農耕夫、動物管理人、清掃夫、炊事婦等の労務系統職員又は技能関係の見習員として在職した期間 ケイビインキュウシウンパンニンザツヤクフドウロコウフリンギョウフノウコウフドウブツカンリニンセイソウフスイジフトウロウムケイトウショクインマタギノウカンケイミナラインザイショクキカン		8割 ワリ		8割 ワリ		8割 ワリ		8割 ワリ		8割 ワリ

				学校教育法（昭和22年法律第26号）による教育職員として在職した期間 ガッコウキョウイクホウショウワネンホウリツダイゴウキョウイクショクインザイショクキカン		10割 ワリ		8割　   　（同種10割） ワリドウシュワリ		8割　　   （同種10割） ワリドウシュワリ		8割  　　（同種10割） ワリドウシュワリ		8割　   　（同種10割） ワリドウシュワリ

				警察官、自衛官、海上保安官等として在職した期間 ケイサツカンジエイカンカイジョウホアンカントウザイショクキカン		8割      （同種10割） ワリドウシュワリ		8割　   　（同種10割） ワリドウシュワリ		8割　　   （同種10割） ワリドウシュワリ		8割　   　（同種10割） ワリドウシュワリ		8割  　　（同種10割） ワリドウシュワリ

				営業員、保険員、集金人、店員、ウエイトレスその他接客業職種の従業者として在職した期間 エイギョウインホケンインシュウキンニンテンインタセッキャクギョウショクシュジュウギョウシャザイショクキカン		8割　   　（同種10割） ワリドウシュワリ		8割 ワリ		8割 ワリ		8割 ワリ		8割 ワリ

				その他の職種の従業者として在職した期間 タショクシュジュウギョウシャザイショクキカン		8割 ワリ		8割 ワリ		8割 ワリ		8割 ワリ		8割 ワリ

		在学期間 ザイガクキカン		学校又は学校に準ずる教育機関における在学期間 ガッコウマタガッコウジュンキョウイクキカンザイガクキカン		10割 ワリ		10割 ワリ		10割 ワリ		10割 ワリ		10割 ワリ

		その他の
期間 タキカン		個人営業の従業員、自営業、在家庭労働その他官公庁歴、民間歴及び在学期間に掲げるもの以外の一切の経歴 コジンエイギョウジュウギョウインジエイギョウザイカテイロウドウタカンコウチョウレキミンカンレキオヨザイガクキカンカカイガイイッサイケイレキ		2割　　     　5分 ワリブ		2割　　     　5分 ワリブ		2割　　     　5分 ワリブ		2割　　     　5分 ワリブ		2割　　     　5分 ワリブ






